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２０２２年度事業報告 

（２０２２年４月１日～２０２３年３月３１日） 

 

当連合会は、一般消費者による適正な不動産の選択及び不動産取引における事業者間の公正な競

争を確保に資するため、会員である各地区の不動産公正取引協議会（以下「会員協議会」という｡）

による、「不動産の表示に関する公正競争規約」（以下「表示規約」という。）及び「不動産業にお

ける景品類の提供の制限に関する公正競争規約」（以下「景品規約」という。また、表示規約及び景

品規約を総称して「公正競争規約」という。）の公正・中立な運用機関としての事業遂行に必要な指

導、助言及び協力を行うとともに、９月１日に施行した改正表示規約及び同施行規則の周知活動を中

心に、公正競争規約の解釈及び運用の統一、多様な広告表示の進展に対応した広告表示の適正化を図

るため、会員協議会間で緊密な連携を行った。 

以下、2022年度における事業活動について報告する。 

 

１ 改正表示規約・同施行規則の周知に主眼をおいた公正競争規約の普及啓発 

(１) 公正競争規約に関する書籍及び冊子（不動産の公正競争規約、不動産広告ハンドブック等）

等の作成・発行 

会員協議会が加盟事業者に対して、様々な機会を捉えて公正競争規約の普及啓発を図る際

に用いる｢不動産の公正競争規約｣（規約集）及び「不動産広告ハンドブック」の冊子について、

改正表示規約及び同施行規則を反映した改訂版を作成・発行し、会員協議会を通じて不動産事

業者や広告会社等に広く頒布したほか、改正内容の解説に特化したリーフレットを作成し、ホ

ームページで公開する等、公正競争規約の周知に努めた。 

また、改正表示規約等を反映した「不動産広告の実務と規制 １３訂版」の作成に着手した。 

(２) 会員協議会が行う加盟事業者等を対象とした公正競争規約研修会のサポート 

会員協議会の要請に応じて、当連合会の事務局である首都圏協議会の職員を講師として派

遣したほか、動画収録に対応した（表１）。 

 

（表１）講師派遣（15回）及び動画収録への対応（１回） 

開 催 日 主催者（対象者） 開催地等 参加者数 

2022年７月８日 四国地区不動産公正取引協議会（全日愛媛会員） 松山市 140 

７月21日 東北地区不動産公正取引協議会（岩手宅建会員） オンライン 87 

８月９日 東北地区不動産公正取引協議会（青森宅建・全日青森会員） 青森市 137 

８月19日 北陸不動産公正取引協議会（役員・規約指導員） オンライン 28 

８月22日 
東北地区不動産公正取引協議会（山形宅建会員） 

山形市 131 

８月23日 南陽市 44 

８月26日 北陸不動産公正取引協議会（石川宅建会員） 動画収録 － 

９月１日 東北地区不動産公正取引協議会（山形宅建会員） 三川町 64 

９月５日 東海不動産公正取引協議会（役員・規約担当事務局職員） 名古屋市 31 
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開 催 日 主催者（対象者） 開催地等 参加者数 

11月２日 (一社)九州不動産公正取引協議会（福岡宅建会員・賛助会員） 福岡市 131 

11月25日 四国地区不動産公正取引協議会（愛媛宅建会員） オンライン 110 

2023年１月11日 

東北地区不動産公正取引協議会（宮城宅建会員） 

石巻市 43 

１月12日 仙台市 170 

１月17日 岩沼市 56 

２月２日 四国地区不動産公正取引協議会（役員・規約担当事務局職員） 徳島市 42 

合    計 1,248 

 

(３) 会員協議会の賛助会員を対象とする公正競争規約研修会のサポート  

2022年７月26日に、当連合会事務局である首都圏協議会の職員を講師として、会員協議会の

賛助会員を対象とした研修会をオンラインの方法で実施した（表２）。 

 

（表２）参加状況 

会員協議会 参加者数 参加社数 

北海道 26 3 

東北地区 1 1 

首都圏 235 47 

北陸 2 1 

東海 93 23 

近畿地区 35 14 

中国地区 1 1 

四国地区 1 1 

九州 50 23 

合 計 444 114 

 

(４) ホームページによる広報 

ホームページに、公正競争規約等の全文及び当連合会の概要を公開するほか、会員協議会の

概要を公開又は会員協議会のホームページと相互にリンクを貼ることにより、公正競争規約

に関する基礎的情報等を提供し、加盟事業者、広告会社、不動産情報サイト運営会社、一般消

費者等に対する公正競争規約や会員協議会の活動状況についての周知に努めた。 

(５) 業界紙等への広告掲載 

表示規約及び同施行規則が改正・施行されること等を周知するため、業界紙等に広告（５ペ

ージ「参考１」参照）を掲載した（次ページ・表３）。 
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（表３）広告掲載一覧 

媒体 掲載時期 発行会社 

住宅新報（11回） 2022年８月２日 

10月18日 

10月25日 

11月１日 

11月８日 

11月15日 

11月22日 

12月20日 

2023年１月３日 

２月14日 

３月28日 

(株)住宅新報 

週刊住宅（８回） 2022年８月１日 

９月５日 

10月17日 

11月14日 

12月５日 

2023年１月２日 

３月６日 

３月27日 

(株)週刊住宅タイムズ 

不動産経済ＲＥＥ 2022年12月９日 (株)不動産経済研究所 

月刊不動産流通（２回） 2022年10月５日 

2023年２月５日 

(株)不動産流通研究所 

 

２ 会員協議会に対する指導、助言及び協力 

会員協議会が行う違反事案の調査及び措置の実施方に対し、会員協議会の求めに応じて、地域の

実情等に合わせた指導、助言及び協力をした。 

なお、当連合会事務局である首都圏協議会が２月１６日に開催した事情聴取会に中国地区協議

会から職員２名の視察があり、会議終了後、同職員に対し、事情聴取会の進行方法等について指導・

助言した。 

 

３ 会員協議会間の公正競争規約の解釈・運用の統一 

会員協議会間で適宜又は事務局長会等の機会を捉えて、公正競争規約等の解釈・運用上の疑問が

ある事項について意見交換を行った。また、会員協議会からの公正競争規約の解釈及び運用に関す

る相談に対して電話、電子メール等で対応した。 

 

４ 不動産取引に関する表示の適正化に関する研究 

公正競争規約の不断の見直しや、インターネット広告における公正競争規約の適用方等につい

ての基本方針を継続して検討したほか、公正競争規約上の取り扱いについて判断が困難な事案に

ついては、消費者庁等に照会し、その回答内容等を会員協議会に共有した。 
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５ 関係官公庁及び関係団体との連携 

・ 消費者庁への公正競争規約違反の措置等の報告 

会員協議会の月次の処理件数、公正競争規約違反事業者に対する措置文書等を取りまとめて、

消費者庁へ報告した（表４）。 

 

（表４）２０２２年度の会員協議会の処理件数 

会員協議会 違約金課徴 厳重警告 警告 注意 （小計） 不問等 情報提供※ 合 計 

北海道 0 0 0 21 (21) 2 0 23 

東北地区 0 0 0 16 (16) 0 0 16 

首都圏 12 0 106 76 (194) 48 134 376 

北陸 0 0 0 17 (17) 0 0 17 

東海 0 1 0 36 (37) 2 0 39 

近畿地区 12 0 23 42 (77) 2 0 79 

中国地区 0 0 0 16 (16) 3 0 19 

四国地区 0 0 0 0 0 0 0 0 

九州 1 0 1 41 (43) 31 0 74 

合 計 25 1 130 265 (421) 88 134 643 

※ 情報提供：他の会員協議会の加盟事業者について違反の指摘があった場合、該当する会員協

議会に情報を提供するもの。 

 

６ 当連合会の体制整備 

・ 定款の変更 

10月20日に開催された第20回通常総会において、議決権を有する会員の定義、監事の職務、会

議における決議手法等の規程の変更を行った。 
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（参考１） 掲載広告の一覧 

 

【住宅新報】・【週刊住宅】 

 

2022年 8月 31日以前（表示規約施行前） 

 

 

2022年 9月 1日以降（表示規約施行後）

 
 

【月刊不動産流通】・【不動産経済ＲＥＥ】  
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（参考２） 

 

会員協議会において能動的に実施した不動産広告及び景品提供企画の適正化に資する主な事業 

 

１ 表示規約に違反し、違約金課徴の措置を講じた事業者情報をポータルサイト運営会社、全国宅

地建物取引業協会連合会及び全日本不動産協会に提供することにより実施される、各運営サイト

への一定期間の掲載停止（首都圏、東海、近畿地区、九州協議会）（下表参照） 

 

【各サイト運営会社により掲載停止となった事業者数】 

会員協議会 
事業者数 

前年度比 開始時期 
2022年度 2021年度 

首都圏 10 16 -6 2017年1月 

東海 0 0 0 2019年7月 

近畿地区 12 11 1 2017年8月 

九州 1 2 -1 2018年8月 

計 23 29 -6  

 

２ インターネット広告（賃貸及び売買）の一斉調査（首都圏協議会） 

 

３ 景品規約に違反する疑いのある景品提供企画の一斉調査（首都圏協議会） 

 

４ 賃貸住宅のインターネット広告について、表示内容と実態の整合性確認のための実地調査（中

国地区協議会） 

 

５ 賃貸物件及び売買物件の広告について、表示内容と実態の整合性確認のための実地調査（近畿

地区協議会） 
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（参考３） 

 

首都圏協議会に設置されたポータルサイト広告適正化部会が実施している２０２２年度の全国

の違反物件情報等の共有結果（会員協議会のエリア別） 

 

会員協議会 

2022年度 前年度比 

共有物件数 
うち、おとり広告 

共有物件数 おとり広告 
物件数 割合 

北海道 93 5 5％ 9  -5  

東北地区 1 0 0％ -8  -6  

首都圏 347 35 10％ -142  -106  

北陸 83 5 6％ 63  -3  

東海 0 0 - -1  -1  

近畿地区 385 71 18％ -59  -114  

中国地区 13 1 8％ -16  -16  

四国地区 1 1 100％ -1  -1  

九州 40 8 20％ -5  -16  

計 963 126 13％ -160  -268  

・ 共有される違反物件：おとり広告又は不当表示が認められたもの。 

 

※ 部会構成会社（令和５年３月３１日時点） 

構成会社名 運営サイト名 所在地 

アットホーム株式会社 アットホーム 東京都大田区西六郷４丁目３４番１２号 

株式会社ＣＨＩＮＴＡＩ ＣＨＩＮＴＡＩ 東京都港区元赤坂１丁目２番７号 

株式会社ＬＩＦＵＬＬ ＬＩＦＵＬＬ ＨＯＭＥ'Ｓ 東京都千代田区麹町１丁目４番４号 

株式会社リクルート ＳＵＵＭＯ 東京都千代田区丸の内１丁目９番７号 
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（参考４） 会議の開催状況 

第20回通常総会のほか、理事会を２回、事務局長会を２回開催した。 

 

会 議 名 開 催 日 議  題 開催地等 

第１回事務局長会 2022年４月27日 【協議・確認事項】 

・表示規約・同施行規則の普及・啓発、定款変更、

2022年度事業計画 

【意見交換】 

・連合会の業務運営、公正競争規約の運用及び協

議会活動上の諸問題 

九州協議会会

議室（オンライ

ン併用） 

第１回理事会 

（書面決議） 

2022年９月２日 【決議事項】 

・2021年度事業報告 

・2022年度事業計画 

・定款の変更 

・役員の選任 

・上記4項目の第20回通常総会上程 

・理事及び監事の承認 

・副会長の承認 

－ 

第２回事務局長会 2022年10月11日 【協議・確認事項】 

・10月12日開催の第20回通常総会に付議すべき

議案、第20回通常総会の進行等 

【意見交換】 

・表示規約の普及・啓発、連合会の業務運営、公

正競争規約の運用及び協議会活動上の諸問題 

首都圏協議会 

会議室（オンラ

イン併用） 

第20回通常総会 2022年10月12日 【決議事項】 

・2021年度事業報告 

・2022年度事業計画 

・定款変更 

・役員選任 

【報告事項】 

・会員協議会の課題 

ホテルメトロ

ポリタンエド

モント（千代田

区） 

第２回理事会 【決議事項】 

・会長、副会長及び常務理事の選定 
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（参考５） 会員協議会の概要 

 

会員協議会 設立年 法人化 構成団体数・加盟事業者数 

北 海 道 Ｓ４８ Ｈ５ 

Ｈ２４ 

(公社)北海道宅地建物取引業協会等  ４団体 

（ ４,５９５事業者） 

東北地区 Ｓ５３  (公社)宮城県宅地建物取引業協会等 １４団体 

（ ６,６７９事業者） 

首 都 圏 Ｓ３８ Ｓ４６ 

Ｈ２３ 

(一社)不動産協会等        ２６団体 

（６１,５４７事業者） 

北  陸 Ｓ５７  (公社)石川県宅地建物取引業協会等  ６団体 

（ ２,５０５事業者） 

東  海 Ｓ４１  (公社)愛知県宅地建物取引業協会等 １２団体 

（１２,７８０事業者） 

近畿地区 Ｓ３８ Ｈ１ 

Ｈ２４ 

(一社)兵庫県宅地建物取引業協会等 １４団体 

（２７,６５１事業者） 

中国地区 Ｓ５６  (公社)広島県宅地建物取引業協会等 １０団体 

（ ６,６７２事業者） 

四国地区 Ｓ５７  (公社)愛媛県宅地建物取引業協会等  ８団体 

（ ３,８６９事業者） 

九  州 Ｓ４８ Ｈ２１ (公社)福岡県宅地建物取引業協会等 １９団体 

（１４,４５２事業者） 

計 
構成団体数 ：１１３団体（前年度比：±０） 

加盟事業者数：１４０,７５０社（前年度比：＋１,５８０社） 

※ 会員協議会の構成団体数及び加盟事業者数は、２０２３年３月３１日時点のもの。 


